
参考資料(1) 大阪問題と大阪維新

(1) 大阪問題

(2) 大阪維新と都構想



1人当たり県民所得の推移

出所: 総務省統計局『県民経済計算』を基に筆者作成

(1)大阪問題
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ワーストランキングにおける大阪府の位置

(注) データは主に2008年度のものだが、一部は2004～2009年のものがある。内容の欄は特に明記していないものは人口当たりのデータ(リサイクル率を除く)。
順位は最下位から数えたもの

出所: 政府統計資料を基に筆者作成
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失 業 率

大 阪

(%)

全 国

(東 京)
(神奈川)

(愛 知)

(全 国)

関 西

大 阪

(奈 良)
(和歌山)
(滋 賀)

(京 都)
(兵 庫)
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生活保護被保護実世帯数
(人; 月平均一般世帯千世帯当たり)

大 阪

全 国

(東 京)

(神奈川)

(愛 知)

(全 国)

関 西

大 阪

(奈 良)
(和歌山)

(滋 賀)

(京 都)

(兵 庫)
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大 阪

(東 京)

(神奈川)

(愛 知)

(全 国)

大 阪

ホームレス数

(人)

(東 京)

(神奈川)

(愛 知)
(兵 庫)

刑法犯認知件数

(件; 人口千人当たり)

(京 都)

治安・人権問題
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離 婚 率
(人; 人口千人当たり)

大 阪

全 国

(東 京)
(神奈川)

(愛 知)
(全 国)

関 西

大 阪

(奈 良)

(和歌山)

(滋 賀)

(京 都)
(兵 庫)
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平 均 余 命
(歳; 0歳・男)

大 阪

(奈 良)

(和歌山)

(滋 賀)
(京 都)

(兵 庫)
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通 院 者 率
(人; 人口千人当たり)

大 阪

全 国

(東 京)

(神奈川)
(愛 知)

(全 国)

関 西

大 阪

(奈 良)

(和歌山)

(滋 賀)

(京 都)
(兵 庫)
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就業率と出生率の相関(30～34歳女性)

(注) 数値は合計特殊出生率。対象国は図中の9ヵ国のほか、イギリス、フランス、オランダ、ベルギー、デンマーク、ポルトガルの7ヵ国
出所: 国民生活審議会、総合企画部会、雇用・人材・情報化委員会
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女性の就業率*
(%)

大 阪

全 国

(東 京)
(神奈川)

(愛 知)

(全 国)

関 西

大 阪

(奈 良)

(和歌山)

(滋 賀)

(京 都)

(兵 庫)

* 就業率: 人口(15歳以上)に占める就業者の割合
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待機児童数
(人)

大 阪

全 国

(東 京)

(神奈川)

(愛 知)

関 西

大 阪

(奈 良)

(滋 賀)

(京 都)
(兵 庫)

8,000

7,000

6,000

5,000
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大 阪

(東 京)

(神奈川)
(愛 知)
(京 都)

(兵 庫)

教 育

大 阪

(%)

大学進学率

(東 京)

(神奈川)

(愛 知)

(京 都)

ボランティア活動の年間行動者率

(兵 庫)
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大阪維新: 所得と雇用を確保する3つの戦略

出所: 筆者作成

(2)大阪維新と都構想

13



3つの都市行政機能の明確化

現 行 大阪都構想
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区役所の自治体化

都 構 想

旧大阪市を9～10区
に再編

公選区長に中核市並みの権
限(教育など)
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権限の比較

政令指定都市 中核市 一般市

要 件 人口50万人以上 30万人以上
(50万人未満の場合、面積
100km2以上)

人口5万人以上など

都道府県から
の事業配分

• 民政行政(児童福祉、障害
者など)

• 環境規制
• 保健衛生
• 教育行政

• 都市計画(許可、再開発、
宅地造成、区画整理など)

• 政令都市と同様(児童相談
所の設定を除く)

• 同左(教職員任命、給与決
定除く)

• 同左(道路法除く)

組 織 区の設置 なし なし

権限
(知事の承認、
許可・認可など
の事務の関与
特例)

不要
or
大臣の直接関与

福祉のみ政令市と同様

財政上の特例 • 大都市の特別の行政需要
を考慮

• 普通交付税の態容補正
• 地方譲与税等の割増
• 宝くじの発行が可能 など

• 普通交付税の態容補正
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